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大学が保有する知的財産のライセンス提供を踏まえての製品化の実現に向けて、研
究開発段階当初から産学連携担当者の関与が求められた。

・民間企業等から大学等に求められた事項

医療の現場（大学病院等）における問題点に対する具体的解決方法の構想について、
研究成果を有する大学と、医療における放射線関連システムの開発を中心とする企業
との産学連携がマッチした。

・研究開発のきっかけ

本学が取り組んだ”研究開発事業”におけるソフトウェア開発において株式会社ジェイ
マックシステムが、参加協力したことが契機となった。

処方線量・計画時線量・実照射線量を診察室等の医療情報端末から閲覧できるシステ
ムが存在せず、患者への説明および診療業務が非効率的であった。また、治療計画装
置が多数存在するマルチベンダ環境において、統一したフォーマットでの情報管理が
困難であった。

・成果

本学の研究成果及び仕様作成をもとに株式会社ジェイマックシステムが、「放射線治療
計画保存・閲覧用サーバーシステム」（市場展開名称：治療計画統合検証システム）と
して製品化した。放射線治療施設における照射情報の一元管理できるようになり、ま
た、診察室等の遠隔地からでも詳細な情報が閲覧できることから、診療業務の効率化
が図られた。

・実用化まで至ったポイント、要因

（株）ジェイマックシステムより「放射線治療計画保存・閲覧用サーバーシステム（治療計画統合検証システム）」を販売開始

本件連絡先

機関名 北海道大学 部署名 産学・地域協働推進機構 TEL 011-706-9554 E-mail y_saito@mcip.hokudai.ac.jp

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

放射線治療実施施設においては、病院情報システム/放射線情報システム・放射線治療計

画システム・放射線治療データ管理システムがマルチベンダのシステムにより構成される

ケースが多い。その中においては、各社それぞれで扱う情報のフォーマットが異なり、飛び

交う情報の整合性の確認は、手作業に追うことが多く、「治療計画統合検証システム」により、

作業の効率化と誤照射防止等の安全性の確保を実現している。

又、システム内では、同時に薬事品認証を受けた放射線治療用ビューアも同時展開されて

いる。
汎用画像診断装置ワークステーション用プログラム （70030012）

H28 4 4 第228AFBZX00042000号 放射線治療用ビューアプログラム JM15002   
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（株）ジェイマックシステムより「放射線治療計画保存・閲覧用サーバーシステム（治療計画統合検証システム）」を販売開始

本件連絡先

機関名 北海道大学 部署名 産学・地域協働推進機構 TEL 011-706-9554 E-mail y_saito@mcip.hokudai.ac.jp

概要 図・写真・データ

放射線治療の施行に際しては、病院情報システム/放射線情報システム・放射線治療
計画システム・放射線治療データ管理システムの３つシステムが関係するが、それら
各々の情報フォーマットの違いを、新たなシステムの追加により吸収させ運用上の問題
を解決した。

 ・ＮＥＤＯ「がん超早期診断・治療機器総合研究開発プロジェクト：がん超早期診断・治療
機器の総合研究開発　内　高精度X線治療機器の研究開発　」

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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耐熱耐摩耗超硬鋳ぐるみライナー

本件連絡先

機関名 室蘭工業大学 部署名 総務広報課研究協力室 TEL 0143-46-5023 E-mail renkei@mmm.muroran-it.ac.jp

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

近年、川下企業にて鋳造部品の軽量化、長寿命化が求められており、材料の耐摩耗化への
ニーズが高まっている。特に、高炉の炉頂部にある旋回シュートに使用されるライナー材は、高
温環境下において耐摩耗性能発揮しなければならない最も厳しい条件であり、その材料の開発
が要求されていた。本材料は、すでに一部導入が進み摩耗寿命が伸びたと好評化を得ている。

・成果

室蘭工業大学と㈱北海道特殊鋳鋼、岩見沢鋳物㈱との共同研究により、超硬合金を、耐摩耗
鋳鋼で鋳ぐるんだ優れた耐摩耗複合材料を開発した。

・実用化まで至ったポイント、要因

・民間企業等から大学等に求められた事項

企業からのニーズに適切に対応するため、室蘭工業大学と共同研究先である民間企業、川下
企業が連携を図り、情報供給および使用現場からのフィードバックを得ながら開発を進めた。

・研究開発のきっかけ

鋳物の高付加価値化を目指した民間企業が、大学が有する研究開発能力や高い評価技術など
を求めて、共同研究を実施したことがきっかけとなった。

開発を進める段階での技術支援だけでなく、完成製品の品質評価を実施することが求められ
た。

写真１ 鋳ぐるみライナー断面写真

写真２ 大学における鋳ぐるみライナーの品質評価（非破壊試験）
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耐熱耐摩耗超硬鋳ぐるみライナー

本件連絡先

機関名 室蘭工業大学 部署名 総務広報課研究協力室 TEL 0143-46-5023 E-mail renkei@mmm.muroran-it.ac.jp

概要 図・写真・データ

硬い炭化物を多数組織の中に晶出させ、従来の耐摩耗材料と比較して硬い母材を利用した。切
削工具などに使用される高硬度・耐蝕性に優れた超硬合金を母材で包む（鋳ぐるみ）ことで、摩
耗を発生する衝突物質により母材が削られた際も内側にある超硬により、更なる耐摩耗性を発
揮する。

第６回ものづくり日本大賞　ものづくり地域貢献賞（北海道経済産業局長賞）「超硬鋳ぐるみ耐摩耗
ライナーの開発」を受賞。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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微生物により分解、リサイクル処理したウレタンの新規素材としての活用

本件連絡先

機関名 帯広畜産大学 部署名 地域連携推進センター TEL 0155-49-5829 E-mail mkaya@obihiro.ac.jp

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

本学研究室で単離されたウレタン分解菌を用い、ウレタン分解技術によるマテリアルリ
サイクル方法を確立した。分解処理されたウレタンには微細な空洞（マイクロポーラス）
が形成され新たな材料特性を獲得していた。現在この新たな材料特性を活用した園芸
資材が商品化され(商品名「ＴＲＩＡＮＧＬＥ）、実施料収入が発生している。

・成果

・研究開発のきっかけ

・実用化まで至ったポイント、要因

JST新技術説明会でのウレタン分解菌の基本特許に関する紹介をきっかけに企業との
共同研究を開始。

https://item.rakuten.co.jp/n-plast-1/10000002/

様々な用途に使用されているウレタンは使用後、燃焼処理、化学的処理、材料としてリ
サイクルされているが環境への負荷が大きいのが実状である。

【TRIANGLE】観葉植物の中でも、土を使用しない水耕栽培（ハイドロカルチャー）なので、屋
内でクリーンに栽培が楽しめます。楽天市場などでお買い求め出来ます。

特段の要望事項はございません。

・民間企業等から大学等に求められた事項

本学研究室で単離されたウレタン分解菌に関する基本特許から、ウレタンリサイクルで
課題を有していた企業との共同研究に発展し、ウレタン分解リサイクル方法を確立し共
同出願に至っている。技術を知的財産として権利を確保した上で、共同研究に進められ
たことが実用化の要因として大きい。
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微生物により分解、リサイクル処理したウレタンの新規素材としての活用

本件連絡先

機関名 帯広畜産大学 部署名 地域連携推進センター TEL 0155-49-5829 E-mail mkaya@obihiro.ac.jp

概要 図・写真・データ

分解菌による処理によりウレタンに微細空洞ができることで優れた保水性を有した園芸
資材に変貌する。室内観葉植物用の土を使わず、水耕栽培が可能ないポットが完成。

http://ecomart.pref.shizuoka.jp/case/jirei-nihonprast.htm

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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スキーブーツ用パーツ「ステルステック」の開発

本件連絡先

機関名 北見工業大学 部署名 研究協力課 TEL 0157-26-9152 E-mail kenkyu03@desk.kitami-it.ac.jp

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

以下社会的課題の解決に資する新規スキー用具技術の開発
1)高齢化・過疎化が進む地域社会の活性と地域住民のQOL（生活の質）の向上。
2)日本人アルペンレーサーの国際的活躍。

・成果

スキー競技での滑降速度向上をもたらすブーツ用パーツ「ステルステック」を開発した。
成果を知財化・製品化し全国で3000セットを販売。ワールドカップでも、男子2名女子2名
の選手が使用。特願2015-179830、「スキー靴およびフットベッドならびに内傾動作補助
パーツ」

・実用化まで至ったポイント、要因

・民間企業等から大学等に求められた事項

長年の生体運動挙動解析技術の研究成果を、北海道千歳市のブレイン株式会社との
共同研究に効果的に反映することができた。また、北見工業大学に日本で唯一導入さ
れている研究設備、「SkyTech Sport Ski & Snowboard Simulator」を有効に活用すること
ができた。

・研究開発のきっかけ

ブレイン株式会社社長と北見工業大学の研究者が互いにスキープレーヤーであった。
両者が国内のアルペンレースで出会ったことがきっかけとなり、レーサーの競技力向上
に寄与する技術の研究に着手することとなった。

北見工業大学は2016年4月に、「冬季スポーツ科学研究推進センター」を設置した。積雪
寒冷地域の立地を生かして冬季スポーツに焦点を当て、アスリートの競技力向上と寒冷
地域の生涯スポーツ活性化への貢献を目指した研究に集中的に取り組んでいる。共同
研究企業からは、本センターの機能を総合的に活用した研究開発が期待された。

出典：ブレイン株式会社　ステルステック　http://stealth-tech.brain-supports-sports.com/

（上左）ブレイン株式会社との共同研究により開発したステルステック

わずか３センチ四方の薄いパーツである。
（上中央）（上右）フットベッド裏側に装着したステルステック

スキーブーツ内のフットベッド裏側の中心線に合わせ、先端から10mmの位置に

ステルステックを装着する。装着に要する時間はわずか45秒である。

（左）ステルステック装

着高さによる内傾角速

度の違い

ステルステック装着に

より前後の荷重移動量

が減少し、装着前と比

較して最大で約５％内

傾角速度が向上した。

↓左足

右足→
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スキーブーツ用パーツ「ステルステック」の開発

本件連絡先

機関名 北見工業大学 部署名 研究協力課 TEL 0157-26-9152 E-mail kenkyu03@desk.kitami-it.ac.jp

概要 図・写真・データ

開発ブーツ部材を用いることにより、スキーヤーは、ターン時の内傾角速度を向上させ
スムーズに内傾ポジションを取ることができるようになる。これにより、アルペンスキー競
技における滑降タイムを短縮することができる。

予想以上の反響があり、当初2,000セットを生産したが完売し、さらに1,000セットを追加生産
した。専門誌やＴＶ、新聞等で度々報じられたこともあり、スキー関係者（スキー用品業界、
スキー場業界、競技団体、選手、指導者、一般スキーヤー）に広く周知された。
http://stealth-tech.brain-supports-sports.com/

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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白神山地から分離した酵母の株数が100を超えたことから、自社の開発商品に最適な酵
母株を選択するために株ごとの特性（アルコール耐性、亜硫酸耐性、糖利用性、試験醸
造結果）を一覧にしたカタログ化の要望が出てきた。この要望への対応を進めている。

・民間企業等から大学等に求められた事項

リンゴの発泡酒であるシードルは、アルコール濃度が5％程度なので、白神山地から分
離した天然酵母で十分な発酵力を示した。一方、清酒に使用するためにはアルコール
濃度が15％以上が必要なので、分離した酵母のアルコール発酵力を高めるための馴化
を繰り返し、清酒醸造に実用可能な酵母を育種できた。

・研究開発のきっかけ

白神山地が世界自然遺産登録になってから20周年目にあたる年に、『白神山地』という
資源を活用した地場商品の魅力向上を図ることの機運が高まった。弘前大学では、ちょ
うどその頃に白神山地から酵母を分離していたことから、白神酵母を活用した多様な商
品づくりを地域全体で行い、ブランド化を図りながら販売力向上を目指す白神酵母研究
会を発足した。

清酒の生産量は、ピーク時の3分の１まで低下している一方で、現在60を超える国や地
域で清酒が愛飲されるようになっており、多様な民族の嗜好性に合うような清酒づくりが
課題となっている。特に、酵母は清酒の味や香りに最も影響するが、市販酵母の中でも
限られた酵母を使う傾向があることから、蔵元ごとの清酒の多様性が小さくなっているの
が現状である。

・成果

世界自然遺産「白神山地」のブナなどの樹木皮や腐葉土から天然酵母を100株以上分
離した。白神山地は、手つかずの原生林が残された地域であり、分離した酵母は発酵性
や香りなど多様な特性を示している。

・実用化まで至ったポイント、要因

世界自然遺産「白神山地」の酵母を活用したブランド化戦略

本件連絡先

機関名 弘前大学 部署名 研究・イノベーション推進機構 TEL 0172-39-3898 E-mail sangaku@hirosaki-u.ac.jp

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

じょっぱり白神酵母No.9仕込 純米酒

白神山地から分離した酵母の中から酒

造りに適した「白神酵母No.9株」を使用

したお酒です。

米の甘みと酸味が口の中に広がるワイ

ンのような日本酒をお楽しみ下さい。

六花酒造株式会社

山助（さんすけ） 純米酒

白神山地の表玄関、西目屋村の米、水、

弘前大学で白神山地から分離した弘大

白神酵母を使用して醸した非常に飲み

やすい純米酒です。

白神酒造株式会社
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世界自然遺産「白神山地」の酵母を活用したブランド化戦略

本件連絡先

機関名 弘前大学 部署名 研究・イノベーション推進機構 TEL 0172-39-3898 E-mail sangaku@hirosaki-u.ac.jp

概要 図・写真・データ

市販の醸造用酵母と自然界の酵母の進化的な系統が大きく異なることを明らかにした。
すなわち、既存の醸造酵母では得られなかった特徴をもつ新商品開発が可能性となっ
た。

公益財団法人 むつ小川原地域・産業振興財団から「プロジェクト支援助成事業」を受けた
（平成26～28年度）。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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製品化を担当している企業はともに東北地域内にあり、岩手大学は共同獣医学科を有
し、多くの国内畜産試験場、畜産農家等と連携しながら、フィールド試験結果を共同開発
企業にフィードバックし、製品改良に反映できた点にある。また、独立行政法人工業所有
権情報・研修館(INPIT)から産学連携知的財産アドバイザーの派遣を受け、本テーマの
知財マネジメントの観点からの支援をいただいている。

・研究開発のきっかけ

岩手大学農学部共同獣医学科の佐藤繁教授からのニーズを解決すべく、ｐＨセンサを
専門とする山形東亜DKK(株)が長年のノウハウを盛り込むとともに牛特有の課題解決を
積極的に行った。動物薬を専門とする日本全薬工業(株)は厳格な薬事承認プロセスへ
の丁寧な対応や国内外の販売網の開拓を担っている。

乳牛の泌乳能力の向上に伴って濃厚飼料を多給する飼養管理が普及し、周産期におい
ては第一胃液ｐＨが低下して生産病や泌乳量低下や繁殖障害が発生していた。。
従来のウシの胃液のｐＨを計測するためには、経口カテーテルなどのルーメン採取用具
を口から第一胃に挿入して採取する方法や、ウシの胃部にフィステルを形成し、外部か
ら直接ルーメンを採取する方法が採られているが、常に獣医師の操作が必要であること
や、給餌しながら連続的かつ正確なｐＨの把握は困難であった。

・成果

本技術は、無線式ｐＨセンサと受信ユニットからなるルーメン監視システムからなり、従
来技術では成し得なかったルーメン液ｐＨの精密連続計測を可能としたものであり、多頭
飼育の牛舎におけるウシの群管理による飼養管理技術の進展にも寄与させることが可
能となった。本製品の製造は山形東亜DKK(株)、販売は日本全薬工業(株)が担当し、現
在、管理医療機器として農林水産省の薬事承認審査中。

・実用化まで至ったポイント、要因

大動物用「無線式ｐHセンサ」の開発

本件連絡先

機関名 岩手大学 部署名 研究推進機構 TEL 019-621-6494 E-mail iptt@iwate-u.ac.jp

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

※システム利用技術：

診断基準・

病態解析・

予防対策法

SARA(亜急性ルーメンアシドーシス)
に対するシステム利用技術※ 検討、

精密栄養管理技術実用化検討
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大動物用「無線式ｐHセンサ」の開発

本件連絡先

機関名 岩手大学 部署名 研究推進機構 TEL 019-621-6494 E-mail iptt@iwate-u.ac.jp

概要 図・写真・データ

従来技術では成し得なかったルーメン液ｐＨの精密連続計測を可能としたものであり、多
頭飼育の牛舎におけるウシの群管理による飼養管理技術の進展にも寄与させることが
可能である。本技術の特徴は次の通り。
①連続的なデータ把握が可能であること
②無線伝送式であり、ウシに負担をかけずにリアルタイムでモニタリングできること
③経口挿入する簡易ツールによりセンサを回収して再利用可能であること

・ SIP「戦略的イノベーション創出プログラム」（次世代農林水産業創造技術）(H26年7月採
択）。
・日本国特許第5569911号（特許ファミリー：ドイツ、フランス、イギリス、デンマーク、オラン
ダ、
　米国）
・https://shingi.jst.go.jp/past_abst/abst/p/12/1232/neruc05.pdf
  http://hyogo-nourinsuisangc.jp/13-topics/13d-press/23/mar_2.html

臨床例確保のための共同研究の実施、国内外における本製品に関する特許の権利
化、侵害可能性調査、試作器ユーザーとの契約関係調整。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

・民間企業等から大学等に求められた事項
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術中の患者の被曝量をリアルタイムに把握できる「リアルタイム皮膚線量計」

本件連絡先

機関名 東北大学 部署名 産学連携機構総合連携推進部 TEL 022-217-6043 E-mail liaison@rpip.tohoku.ac.jp

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

X線撮像装置等で患者の体内を撮像しながらカテーテル手術等の治療を行うインターベ
ンショナルラジオロジー（IVR）の有効性が認められ、例数が増加している。一方では患
者の被曝量が増加する懸念もあり、被曝量をリアルタイムに把握できる技術が求められ
る。

・成果

東北大学大学院医学系研究科（災害科学国際研究所）の千田浩一教授とトーレック株
式会社は、IVRの普及に伴い求められている術中被曝量をリアルタイムに計測できる技
術について共同研究開発を行い、トーレックがリアルタイム皮膚線量計「RD-1000」を完
成させ、事業化した。

・実用化まで至ったポイント、要因

・民間企業等から大学等に求められた事項

ポイントはX線検知部に採用する蛍光体である。輝度等の特性はもとより、患者の皮膚
に貼る製品像の達成には、撮像用X線による蛍光体像が患者のX線画像に影響しない
ことが重要である。鋭意検討の結果、Euを付活剤とするY2O2Sを母体とする蛍光体にた
どり着いた。

・研究開発のきっかけ

産業用X線装置で数々の実績と技術を有するトーレック株式会社が、医療系分野に新規
参入するための製品企画・技術を探索中に、IVR治療中の患者の被曝量をリアルタイム
に計測管理する技術・機器の必要性を訴える千田浩一教授に出会い、ビジョンを共有し
た。 リアルタイム皮膚線量計「RD-1000」

実際の使用現場と想定される医療機関内（大学病院）等で、採用候補蛍光体の探索及
び各種蛍光体の特性、試作機の性能・機能、使用感（使い勝手）を評価し、評価結果を
最終製品化へフィードバックすることを大学側が担った。

- 13-



術中の患者の被曝量をリアルタイムに把握できる「リアルタイム皮膚線量計」

本件連絡先

機関名 東北大学 部署名 産学連携機構総合連携推進部 TEL 022-217-6043 E-mail liaison@rpip.tohoku.ac.jp

概要 図・写真・データ

適切な蛍光体の採用で患者のX線像への影響を抑えた点、フッ素樹脂製光ファイバー
の採用とその内部加工により蛍光体の発する光を高効率に伝送させた点、マルチチャ
ネル（マルチセンサ）化で管理精度を高めた点、電源の小型化と操作性の向上、が挙げ
られる。

http://toreck.co.jp/medical/rd-1000.html
http://www.t-technoarch.co.jp/content/licence_T16-033.html

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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東北地方の冬は長いが、ビジネスチャンスとしてみた場合、４～５ヶ月に限られる。実験
ができる冬期間にスピード感を持っていかに実用化につなげるかが大学に求められる
最大のポイントとなり、それに答える実施を研究と産学連携部署が共同して行った。

・民間企業等から大学等に求められた事項

プロジェクトスタート時点から産学連携の担当者が技術的課題を調査し研究者との橋
渡しができたこと。また早い段階から知財担当者が企業の技術の知的財産についてサ
ポートを行い、どこに新しさがあるかを支援したことが成功の要因となった。

・研究開発のきっかけ

快適な生活環境を望む声は多く、冬は少しでも暖かく、夏は涼しい環境を望む潜在的
なニーズは多くある。そこで、冬期において熱損失率分の約50％（実質25％）以上を削
減し、家の断熱性能を高めることと同時に結露も抑えることを可能とする安価で高性能
な窓断熱パネルを開発するに至った。

社会的に省エネ意識が高まってきている中、冬期の住宅の開口部（窓）からのエネル
ギーロスは48％にもなっている。
現在、 窓の断熱化には様々な商品があるが、ホームセンター等で販売している商品
は、価格は安いがほとんど効果が期待できないものばかりで、明確に断熱・結露防止
性能を体感するためには大手メーカーの高機能ガラスか高価な内窓をつけなければな
らず、結果購入をあきらめるか、必要最低限の部屋にしか付けていないのが実情であ
る。

・成果

秋田大学と株式会社古川マテリアルは、窓を高断熱化するため高性能で低価格の窓
断熱パネルを共同で開発した。

・実用化まで至ったポイント、要因

高性能・低価格窓断熱パネルの開発

本件連絡先

機関名 秋田大学 部署名 産学連携推進機構 TEL 018-889-2712 E-mail staff@crc.akita-u.ac.jp

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題
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高性能・低価格窓断熱パネルの開発

本件連絡先

機関名 秋田大学 部署名 産学連携推進機構 TEL 018-889-2712 E-mail staff@crc.akita-u.ac.jp

概要 図・写真・データ

価格帯を抑えるために固定式のはめ込み型商品を開発し、可能な限り部品点数を減ら
し従来のガラスではなく軽量で丈夫、熱伝導率に優れた2枚のポリカーボネイト板を独
自開発のフレームに組み込むことにより、ペアガラスの構造のように17ミリの空気層を
有し、フレームの四方に高さ12ミリの気密パッキンを二重に回すことにより、二重のパッ
キン間でも空気層を作ることができ断熱性能に大きく貢献できた。
この二重のパッキンにより既存の古い住宅に取り付けても高い断熱性・気密性を保持
することができ、窓枠の地震や経年変化による反りやネジレに対して密着して常に追随
することで断熱性・気密性が損なわれることがなく長期間にわたり性能を維持でる。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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除湿空気による流れの制御技術。
除湿で発生する発熱を利用した省エネ設計。

平成２６年度補正　もり・商業・サービス革新補助金

流れの機構に関する開発と設計。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

・民間企業等から大学等に求められた事項

乾燥機庫内に気流を循環させて温湿度を一定にすることで、すべての食材を一様に乾
燥できる流れの制御技術を開発した。

・研究開発のきっかけ

乾燥食材を一様に乾燥することが不可能で、３０℃～４０℃の温度域でカビなどの菌が
繁殖する問題が発生していた。

農作物は、収穫期が短く、通年出荷が難しい。また、見た目や大きさなどが悪いB／C級
食材が存在する。

・成果

食材の生の成分、色、匂いを残しながら乾燥できる常温除湿乾燥法を提案することによ
り、保存期間が長くなり、B／C級品の活用が広がった。

・実用化まで至ったポイント、要因

常温除湿乾燥機の開発と乾燥食材を使った菓子の開発

本件連絡先

機関名 山形大学 部署名 理工学研究科 TEL 0238-26-3226 E-mail kano@yz.yamagata-u.ac.jp

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

常温除湿乾燥特許技術
①温湿度均一化技術（ランダム気流）

→ 一様乾燥（歩留まり改善）

②常温除湿乾燥技術と温度制御粉砕技術

→ 色/成分/香りを残した乾燥・粉末化

③無酸化乾燥技術

→ 色/成分/香りを残した乾燥技術

産学官連携による製造技術
①常温除湿小型乾燥機の製造と販売

②常温除湿中型乾燥機の製造と販売
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zaRitzの開発

本件連絡先

機関名 筑波大学 部署名 産学連携部産学連携企画課 TEL 029-859-1629，1637 E-mail kikakuk@ilc.tsukuba.ac.jp

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

適度な運動は、健康に良い影響を与えることは知られているが、これを維持する事は容
易ではない。しかし、下肢運動の成果を簡便に計測する装置を開発することで、運動の
効果を実感でき、運動に参加する動機を形成する。

・成果

簡便な方法で運動機能を測定する装置をタニタ様と共同開発した。高齢者であっても、
運動による下肢機能のトレーニング効果を計測することができた。

・実用化まで至ったポイント、要因

・民間企業等から大学等に求められた事項

高齢者のQOLに対して、下肢機能の低下は大きく影響を与えている。下肢機能を低下さ
せないためには、根気よく運動を続けることが必要であるが、運動に対する動機の形成
が難しい。

・研究開発のきっかけ

本製品は、JSTセンター・オブ・イノベーション（COI）の成果である。
これまで、下肢機能の計測には、複雑で高価な機材によって計測されており、一般的で
はない。信頼性があり、簡便に計測できる機材の開発が求められた。

信頼性を確認するため、どのような点を計測するべきか。科学的な事実を得るためのプ
ロトコルについての検討、実験に参加していただける高齢者群の紹介。
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zaRitzの開発

本件連絡先

機関名 筑波大学 部署名 産学連携部産学連携企画課 TEL 029-859-1629，1637 E-mail kikakuk@ilc.tsukuba.ac.jp

概要 図・写真・データ

体重計の技術を応用して、下肢運動機能を即手する装置を共同開発した。測定結果
は、簡便に解析することもできる。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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アミノスタイル摂取方法の開発

本件連絡先

機関名 筑波大学 部署名 産学連携部産学連携企画課 TEL 029-859-1629，1637 E-mail kikakuk@ilc.tsukuba.ac.jp

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

筋肉量低下を防ぎロコモティブシンドロームを緩和し、高齢者のQOLを向上する。

・成果

高齢者が、L-シトルリンとL-ロイシンを摂取して運動を行うと、筋肉量が増大するという
科学的事実が得られた。

・実用化まで至ったポイント、要因

・民間企業等から大学等に求められた事項

協和発酵バイオ様は、アミノ酸及び発酵技術に強みを持ち、その商品化を検討してい
た。こうした商品の効果を示すために、特に商品ターゲットとなる高齢者に対する科学的
事実を求めていた。

・研究開発のきっかけ

本製品は、JSTセンター・オブ・イノベーション（COI）の成果である。
COI協和発酵バイオ様は、COI筑波サテライトに参加していた。高齢者に対して運動とロ
イシンとシトルリンを提供することが筋肉量の低下にどのように影響を与えるのか、COI
筑波大学サテライトに参加する体育系・大藏准教授に相談した。

筋肉量の低下を示すために、どのような点を計測するべきか。科学的な事実を得るため
のプロトコルについての検討、実験に参加していただける高齢者群の紹介。
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アミノスタイル摂取方法の開発

本件連絡先

機関名 筑波大学 部署名 産学連携部産学連携企画課 TEL 029-859-1629，1637 E-mail kikakuk@ilc.tsukuba.ac.jp

概要 図・写真・データ

高齢者において筋肉量を増やしていくことは、一般的に容易ではない。しかし、シトルリ
ンやロイシンを摂取し、運動を行った群は有意に全身筋肉量、握力が増大しているとの
科学的事実が得られた。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ
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オリーブ果実エキスから生成されるマスリン酸ゼリー使用法の開発

本件連絡先

機関名 筑波大学 部署名 産学連携部産学連携企画課 TEL 029-859-1629，1637 E-mail kikakuk@ilc.tsukuba.ac.jp

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

少子高齢化社会において増え続ける高齢者のロコモティブシンドロームを緩和すること
によってQOLを向上する。

・成果

高齢者のロコモティブシンドロームを予防・緩和する運動とマスリン酸の摂取方法に関す
る科学的事実を得た。

・実用化まで至ったポイント、要因

・民間企業等から大学等に求められた事項

オリーブ果実から生成されるマスリン酸は、炎症を抑える効果が知られ関心を集めてい
たが、実際にこれが有効であることを示す科学的事実が不足していた。

・研究開発のきっかけ

本製品は、JSTセンター・オブ・イノベーション（COI）の成果である。
マスリン酸について関心を持っていた日本製粉（株）は、COI筑波大学サテライトに参加
していた。運動とマスリン酸摂取がロコモティブシンドロームに与える影響について、COI
筑波大学サテライトに参加する体育系・大藏准教授に相談した。

ロコモティブシンドロームが緩和することを示すために、どのような点を計測するべきか。
科学的な事実を得るためのプロトコルについての検討、実験に参加していただける高齢
者群の紹介。
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オリーブ果実エキスから生成されるマスリン酸ゼリー使用法の開発

本件連絡先

機関名 筑波大学 部署名 産学連携部産学連携企画課 TEL 029-859-1629，1637 E-mail kikakuk@ilc.tsukuba.ac.jp

概要 図・写真・データ

高齢者に対する実験では、介入前より運動をした群は、膝関節機能を改善していた。こ
の運動群よりも、運動とマスリン酸を組み合わせた群では膝関節を改善している。同様
の結果が膝関節筋肉の評価においても見られた。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

- 23-



脳機能障害を伴うリハビリテーション回復度の指標化や、子供の発達状況の評価、日々
の体調管理などを簡易に知る手段の必要性が高まっている。

・民間企業等から大学等に求められた事項

共同研究の締結、及び、成果の知財化に際して産学連携担当者の関与が求められた。
更に、成果の展開に際して、工から他大学の医の分野に技術提供するため、学学連携
（首都圏北部４大学連合）のネットワークを活用した。

情報系の教員が、個人医院から入手したニーズを分析し、構想した製品アイデアに関し
て、ソフト開発企業が着目し、試作化したのみならず、試作品をテスト評価してもらえる個
人医院などとのネットワークを構築できたこと。

・研究開発のきっかけ

開発した教員を中心とした広い人脈に基づく。

・成果

宇都宮大学と(株)ソフトシーデーシーは、共同研究により「手のひらの回転動作」と「脳の
活動量」の関係に着目し、手の運動の滑らかさを図ることで脳の活動量を客観的かつ定
量的に評価する測定装置を製品化した。これにより、リハビリテーション効果の判定の指
標化や、小学生の発達状況の確認方法などの課題が解決された。

・実用化まで至ったポイント、要因

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

概要 図・写真・データ

機関名 宇都宮大学 部署名 地域共生研究開発センター TEL

「きらきら星脳活計」の実用化

本件連絡先

028-689-6316 E-mail
chiiki＠miya.jm.utsunomiya-
u.ac.jp

図１．測定イメージ

図２．測定時の採点と年齢の関係
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概要 図・写真・データ

機関名 宇都宮大学 部署名 地域共生研究開発センター TEL

「きらきら星脳活計」の実用化

本件連絡先

028-689-6316 E-mail
chiiki＠miya.jm.utsunomiya-
u.ac.jp

・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

医、教等の分野で生じたニーズを情報系の教員が、市販装置の組み合わせとソフトウェ
アの開発だけで有用な製品に設計、構築し、方式及び製品に関する特許出願した。

http://www.softcdc.co.jp/product/noukatsu

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
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